
証券コード 5964
平成26年６月10日

株主の皆様へ

宮城県黒川郡富谷町富谷字日渡34番地11

東 洋 刄 物 株 式 会 社
代表取締役社長 髙 橋 允

第137期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第137期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することができま
すので、まことにお手数ではございますが、後記株主総会参考書類をご検討ください
まして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成26年６月
26日（木曜日）午後４時40分までにご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 平成26年６月27日（金曜日）午前10時
２. 場 所 宮城県仙台市青葉区上杉三丁目３番１号

パレス宮城野２階 はぎの間
３. 会議の目的事項
報告事項 1. 第137期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人お
よび監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第137期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
　議 案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修
正 が 生 じ た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.toyoknife.co.jp/）に掲載させていただきます。
◎当日は、当社の役員および従業員はノーネクタイの軽装（クールビズス
タイル）にて対応させていただきますので、ご了承くださいますようお
願い申しあげます。
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(添付書類)

第137期 事 業 報 告（平成
平成

25
26
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過およびその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、デフレからの脱却を最優先とした政府の
金融政策、財政政策、成長戦略による円安・株高の流れのなか、民間需要・公的需
要・外需の拡大も見られ、加えて2020年夏季オリンピック・パラリンピックの東京
開催決定によるマインド効果、更に消費税増税前の駆け込み需要の動きもあり、業
種間の差はあるものの回復基調にて推移いたしました。世界経済は、中国の減速に
加え新興国も力強さは見られず、ユーロ圏における回復テンポの緩慢さはありまし
たが、米国は持ち直しており、総じて緩やかな回復基調にて推移いたしました。
このような状況のなかでの当社グループの業績は、機械刃物及び機械・部品にお
いては、鉄鋼用刃物、産業用機械及び部品は増加したものの、主力の情報産業用刃
物が伸び悩みとなりました。
緑化造園においては、造園工事及び管理業務は堅調に推移するなか、一部高原価
率の案件もあり、加えて今年に入り大雪による工期延期といった影響も加わりまし
た。
その結果、売上高は47億55百万円と前連結会計年度に比し3.0％の増加となりま
した。
損益面におきましては、収益性の低い製品売上高の売上構成比率に占める割合の
上昇および製造工程における歩留まりの低下等を受け、営業損失59百万円（前連結
会計年度は１億68百万円の営業損失）を計上し、経常損失は１億５百万円（前連結
会計年度は２億36百万円の経常損失）となりました。投資有価証券の売却及び被災
した多賀城事業所の一部を譲渡し、これらの売却益３億60百万円を特別利益に計上
したことにより、当期純利益は２億３百万円と前連結会計年度に比し、175.9％の
増加となりました。
かかる状況でございますので、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、当事
業年度の剰余金の配当につきましては無配とさせていただきたく、なにとぞご了承
賜りますようお願い申しあげます。
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　〔別 表〕セグメント別売上高

区 分
前連結会計年度 当連結会計年度 前期比増減(△)

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

機械刃物及び機械・部品 4,217 91.4 4,326 91.0 108 2.6

緑 化 造 園 399 8.6 429 9.0 30 7.6

合 計 4,616 100.0 4,755 100.0 138 3.0

（2）設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました設備投資は73百万円であり、その
主なものは、次のとおりであります。

　 ①当連結会計年度中に完成した主要設備
　 ＜当社＞

多賀城事業所：立形マシニングセンタ

　 ②当連結会計年度において継続中の主要設備の新設・拡充・改修
該当事項はありません。

　
　 ③生産能力に重要な影響を及ぼすような固定資産の売却、撤去または災害等によ

る滅失
該当事項はありません。

　
（3）資金調達の状況

該当事項はありません。
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（4）財産および損益の状況の推移

区 分 第134期
平成23年３月期

第135期
平成24年３月期

第136期
平成25年３月期

第137期
平成26年３月期

売 上 高 (百万円) 6,146 5,149 4,616 4,755

経 常 利 益 (百万円) △59 97 △236 △105

当期純利益 (百万円) △1,383 790 73 203

１株当たり当期純利益(円) △138.62 79.18 7.39 20.39

総 資 産 (百万円) 6,190 6,237 5,429 5,255

（5）対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、消費税増税に伴う景気の腰折れは予想されるも
のの、景気は緩やかながらも持ち直すと見られ、海外経済の回復に伴う輸出増も
見込まれております。
こうした環境のなか、当社グループといたしましては、受注改善傾向のなかで
も高付加価値製品の比率を増やし、業務改善活動をさらに進めながら、顧客満足
度向上に継続して傾注し収益の向上に務めてまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻を賜ります
ようよろしくお願い申しあげます。

（6）企業集団の主要な事業セグメント
各事業セグメントに属する主要な製品・工事の内容

事業セグメント 主要製品・工事

機械刃物及び機械・部品
鉄鋼用刃物・合板用刃物・製紙パルプ用刃物・情報産業
用刃物・製本用刃物
産業用機械及び部品（研削盤、スライドウェイ、各種カ
ッターおよびユニット等）

緑 化 造 園 造園工事・管理受託業務・法面工事・土木工事・建築工
事
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（7）企業集団の主要拠点
　 ＜当 社＞

営 業 所 東京・大阪・名古屋・仙台・広島
国際事業所（東京都中央区）

工 場 富谷工場（宮城県黒川郡富谷町）

海外事務所 クアラルンプール

　 ＜子会社＞
会 社 名 本 社 住 所

株式会社トオハ 宮城県宮城郡利府町しらかし台六丁目３番５

熱研工業株式会社 川崎市川崎区田町三丁目７番13号

東洋緑化株式会社 仙台市青葉区柏木一丁目１番８号

上海東優刃物国際貿易有限公司 中国上海市外高橋保税区英倫路38

（8）企業集団の使用人の状況

従業員数 前期末比増減(△)

239 名 △４ 名

（注）上記は、就業人員であり、臨時従業員は含んでおりません。
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（9）重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当 社 の
出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社トオハ 26百万円 100.0％ 工業用金属製品の製造、加工、販売

熱研工業株式会社 40 100.0 工業用金属製品の製造、加工、販売

東洋緑化株式会社 25 98.8 緑化造園ならびにこれに付帯する土
木工事

上海東優刃物国際貿易有限公司 21 100.0 工業用機械刃物等の販売

（10）主要な借入先および借入額

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 1,153 百万円

株 式 会 社 常 陽 銀 行 1,144

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 346

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 333
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２．株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 40,000,000株
（2）発行済株式の総数 9,979,472株（自己株式20,528株を除く。）
（3）当事業年度末の株主数 1,350名
（4）上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 495千株 4.96 ％

株 式 会 社 常 陽 銀 行 495 4.96

東 洋 刄 物 社 員 持 株 会 379 3.79

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 280 2.81

株 式 会 社 仙 台 ビ ル デ ィ ン グ 235 2.35

道 端 良 行 214 2.14

大 同 特 殊 鋼 株 式 会 社 200 2.00

株 式 会 社 仙 台 放 送 200 2.00

日 本 高 周 波 鋼 業 株 式 会 社 200 2.00

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社 184 1.84
（注）持株比率は、自己株式（20,528株）を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

髙 橋 允 取締役社長（代表取締役） 東洋緑化株式会社代表取締役
会長

渡 辺 修 一 常務取締役（製造担当）

我 妻 正 仁 常務取締役（営業担当）
熱研工業株式会社代表取締役
社長
上海東優刃物国際貿易有限公
司董事長

清 野 芳 彰 常務取締役（本社担当）

庄 子 公 侑 取締役相談役

早 川 二 郎 取締役 株式会社仙台ビルディング社
外取締役

金 野 進 勉 常勤監査役

鎌 田 宏 監査役
株式会社七十七銀行代表取締
役会長
株式会社仙台放送社外取締役

大 髙 成 監査役
（注）1. 当事業年度中の取締役の異動

平成25年６月27日 第136期定時株主総会において、我妻正仁、清
野芳彰の両氏が新たに取締役に選任され就任い
たしました。

2. 取締役早川二郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ
ります。
なお、同氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反

が生じるおそれのない独立役員であります。
3. 監査役鎌田宏、大髙成の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外
監査役であります。
4. 常勤監査役金野進勉氏は、当社の営業部門、本社総務部門、開発部門
等で広くその実務を約40年間務める一方で、中小企業診断士の資格を
持ち、会社経営全般に関して相当程度の知見を有するものであります。

（2）取締役および監査役の報酬等の額
取締役 6名 33,390千円（うち社外取締役 1名 870千円）
監査役 3名 7,740千円（うち社外監査役 2名 1,740千円）
（注） 使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。
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（3）社外役員に関する事項
　 ① 重要な兼職先と当社との関係

取締役早川二郎氏は、株式会社仙台ビルディングの社外取締役を兼務してお
り、株式会社仙台ビルディングは、当社の株主であります。
監査役鎌田宏氏は、株式会社七十七銀行の代表取締役会長であり、株式会社

七十七銀行は、当社の株主であり、主要な借入先でもあります。
また、同氏は、株式会社仙台放送の社外取締役を兼務しており、株式会社仙
台放送は、当社の株主であります。

　 ② 会社または会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係
該当事項はありません。

　 ③ 各社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 早川 二郎
当事業年度開催の決算取締役会を含む取締役会19回
のうち、５回に出席し、議案審議等に必要な発言を
適宜行っております。

監査役 鎌田 宏

当事業年度開催の決算取締役会を含む取締役会19回
のうち、１回に出席し、議案審議等に必要な発言を
適宜行っております。
また、当事業年度開催の監査役会６回のうち、２回
に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。

監査役 大髙 成

当事業年度開催の決算取締役会を含む取締役会19回
のうち、５回に出席し、議案審議等に必要な発言を
適宜行っております。
また、当事業年度開催の監査役会６回のうち、６回
に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。

　 ④ 責任限定契約に関する事項
　当社は、定款に「社外取締役」および「社外監査役」と会社法第423条第１
項の賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定め、当該契約に基
づく賠償責任の限度額は200万円以上であらかじめ定めた金額または法令に規
定する額のいずれか高い額とすることにしておりますが、現時点では、責任限
定契約を締結しておりません。
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４．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）責任限定契約に関する事項
当社は、定款に「会計監査人」と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する
契約を締結することができる旨を定め、当該契約に基づく賠償責任の限度額は
200万円以上であらかじめ定めた金額または法令に規定する額のいずれか高い額
とすることにしておりますが、現時点では、責任限定契約を締結しておりません。

（3）会計監査人の報酬等の額
　 ① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

年間 23百万円
　 ② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

年間 23百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分で
きないため、上記金額はこれらの合計額で記載しております。

（4）非監査業務の内容
公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の業務はありません。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社都合の場合の他、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵
触した場合および公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役会は、
その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任の検討を行い、解任または
不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規程に則り「会計監査人の解任または
不再任」を株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請求し、取締役会はそれ
を審議します。
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他業務の適正を確保するための体制
当社は、下記に定めた「経営の基本方針」に基づき、業務の適正を確保す

るための体制いわゆる内部統制システムの構築および整備に努めております。

　 ① 経営の基本方針
当社は、機械刃物及び機械・部品の製造・販売会社として、法令等遵守の
もとにお客様の信頼と満足を得られる製品の提供により社会に貢献するとと
もに、企業内においては参画と協調により活力ある職場を築くことを経営の
基本理念とし、流動化する経済状況のなかで「顧客志向のモノづくりを心掛
け、技術力・競争力を強化し、経営基盤の安定を図る。」ことを中期経営計画
の基本方針と位置づけて経営に取り組んでおります。

　 ② 取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制
当社は、「取締役会規程」「稟議規程」及び「文書管理規程」などに基づき

取締役会議事録、稟議書その他取締役の職務に係わる情報などを適正に保存、
管理するとともに、必要に応じて閲覧可能な状態を維持しております。

③ 財務報告の適正性を確保するための体制
当社は、財務報告の適正性を確保するための内部統制システムの構築・整
備に関する基本方針を定めるとともに、システムの構築・整備・運営・モニ
タリングの体制と責任を明確にしております。

　 ④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、事業の推進に伴って生じうるリスクを担当部署において詳細に把
握・分析し、対応策の検討を行い稟議または取締役会や経営会議において審
議の上決定しております。
経営上の問題、利益計画進捗上の問題、海外取引に係わる問題等について
は各担当部門が実務を担い、月次の経営会議に報告し全社的な管理を行って
おります。
製品品質に係わるリスクについては、品質保証システムにおける「品質マ

ニュアル」に基づき日常的に管理しております。
　 ⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役会を月１回定期的に開催するほか、必要に応じ随時取締役
会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとと
もに、業務執行の状況を逐次監督しております。
また、各部門を担当する部長、工場長をメンバーとする経営会議を毎月開
催し、業務上の重要事項を協議するとともに経営方針ならびに取締役会決定
事項の迅速なる徹底を図っております。
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　 ⑥ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、業務遂行にあたり子会社を含めた企業集団全体としてもその全員
が法令を遵守し、業務を適正に遂行される体制を構築するために、取締役会
規程、就業規則、職務分掌規程など関連する規程を遵守し業務遂行に努めて
おります。
また、法令・定款や経営方針を遵守した業務遂行を図るよう研修等を通じ
指導するとともに、コンプライアンス違反行為については、組織を通じ適切
に担当部署に通報される体制を確保しております。

⑦ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、グループ総合会議を定期的に開催し、当社グループ全体としての

課題の共有化と収益向上のため連携を強化しております。
また、子会社に対し当社の役員または使用人を取締役または監査役として
派遣し、それらの業務運営を定常的に監督するとともに、子会社の経営につ
いては定期的に業務報告を受け、重要な経営事項の決定にあたっては、事前
に協議決定することとしております。

⑧ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項並びに使用人の取締役からの独立性に関する事項
当社は、現時点では監査役の職務を補助すべき専任の使用人を設置してお
りませんが、本社管理部門における担当部門が対応しております。
監査役の業務を補助するための使用人を置く場合は、監査役会の意見を尊
重した上で行い、当該使用人の取締役からの独立性を確保するものとしてお
ります。

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に
関する体制
監査役は取締役会や経営会議をはじめ重要な会議へ出席するとともに、定

期的な業務監査を通じ取締役および使用人から適宜報告を受け、職務執行状
況を十分監視できる体制としております。

　 ⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、コンプライアンスと内部統制の充実強化を図るため、代表取締
役と定期的な意見交換の場を持つこととしております。
また、効率的な監査を行うため、会計監査人および本社管理部門等と定期
的に協議および意見交換を行うとともに、監査計画に基づく各部門の監査を
通じ必要に応じ指摘・助言を行っております。これらを受け、管理部門にお
ける担当が社内各部門に対して業務改善に向けた助言・勧告を行うこととし
ております。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考えとその整備状況
当社は、社会の一員として市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的
な勢力とは一切の関係を持たず、法務担当部門が警察、弁護士等の専門機関
と連携のうえ、毅然とした姿勢で対応しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示して

おります。
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連 結 貸 借 対 照 表（平成26年３月31日現在）
（単位 百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産 3,147 流 動 負 債 3,559
現 金 及 び 預 金 860 支払手形及び買掛金 530
受取手形及び売掛金 1,295 短 期 借 入 金 2,768
製 品 217 リ ー ス 債 務 16
仕 掛 品 339 未 払 法 人 税 等 22
原材料及び貯蔵品 404 賞 与 引 当 金 21
繰 延 税 金 資 産 9 そ の 他 200
そ の 他 29 固 定 負 債 1,129
貸 倒 引 当 金 △8 長 期 借 入 金 359

固 定 資 産 2,107 リ ー ス 債 務 15
有 形 固 定 資 産 1,606 繰 延 税 金 負 債 28
建物及び構築物 674 退職給付に係る負債 679
機械装置及び運搬具 445 役員退職慰労引当金 25
土 地 443 環境対策引当金 21
リ ー ス 資 産 25 負 債 合 計 4,689
そ の 他 17
無 形 固 定 資 産 11 （純資産の部）
投資その他の資産 489 株 主 資 本 645
投 資 有 価 証 券 402 資 本 金 500
繰 延 税 金 資 産 36 資 本 剰 余 金 194
そ の 他 78 利 益 剰 余 金 △45
貸 倒 引 当 金 △28 自 己 株 式 △3

その他の包括利益累計額 △80
その他有価証券評価差額金 58
為替換算調整勘定 22
退職給付に係る調整累計額 △161
少 数 株 主 持 分 1
純 資 産 合 計 566

資 産 合 計 5,255 負債及び純資産合計 5,255
（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連 結 損 益 計 算 書（平成
平成

25
26
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位 百万円）
科 目 金 額

売 上 高 4,755
売 上 原 価 3,795
売 上 総 利 益 960
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,019
営 業 損 失 59
営 業 外 収 益
受 取 利 息 2
受 取 配 当 金 5
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 9
固 定 資 産 賃 貸 収 入 6
為 替 差 益 7
そ の 他 29 61
営 業 外 費 用
支 払 利 息 83
そ の 他 23 107
経 常 損 失 105
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 185
投 資 有 価 証 券 売 却 益 174 360
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 16
災 害 助 成 金 返 還 額 4 20
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 234
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 30
法 人 税 等 調 整 額 0 31
少数株主損益調整前当期純利益 203
少 数 株 主 利 益 0
当 期 純 利 益 203
（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連結株主資本等変動計算書（平成
平成

25
26
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）
（単位 百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成25年4月1日残高 500 194 △248 △3 441

連結会計年度中の変動額

当 期 純 利 益 203 203

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) ー

連結会計年度中の
変 動 額 合 計 ー ー 203 △0 203

平成26年3月31日残高 500 194 △45 △3 645

（単位 百万円）
その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益
累計額合計

平成25年4月1日残高 49 △32 ー 16 1 459

連結会計年度中の変動額

当 期 純 利 益 ー 203

自己株式の取得 ー △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 9 55 △161 △96 △0 △96

連結会計年度中の
変 動 額 合 計 9 55 △161 △96 △0 106

平成26年3月31日残高 58 22 △161 △80 1 566

（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連結注記表

（継続企業の前提に関する注記）

当社グループは、前連結会計年度において営業損失および経常損失を計上し、当
連結会計年度においても、受注高は計画を達成したものの、業績としては前連結会
計年度の受注低迷、収益性の低い製品売上高の売上構成比率に占める割合の上昇お
よび製造工程における歩留まりの低下等を受け、営業損失および経常損失を計上し
ております。また、取引金融機関からの借入金の返済条件の変更を受け、約定どお
り返済しているものの、手元資金残高に比して借入金残高の水準が高いため、今後、
現在の約定どおりの返済に支障を来すおそれがあります。
以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しております。
当社グループは、当該状況を解消するために平成23年12月に策定した再生計画書

に基づき、業務改善活動を進めており、引き続き以下の諸施策の実現に向けて取り
組んでおります。
１．収益性の向上
①高精度精密製品等高付加価値製品の売上拡大に注力し、売上総利益率の向上を図
っております。
②原材料費、外注費をはじめとする製造原価の削減を行い、低利益率製品の見直し
を図っております。
③給与体系の見直しならびに事業規模に応じた人員体制の見直し等を通じ固定費の
削減を図っております。
２．財務体質の改善
①平成26年７月以降の借入金返済条件の見直しについて取引金融機関と協議を行っ
ております。
②自己資本の充実ならびに運転資金の確保を目的として、平成25年７月３日に投資
有価証券を売却しております。また、有利子負債の圧縮ならびに自己資本の充実を
目的として、平成25年８月29日に多賀城事業所の不動産の一部を譲渡しておりま
す。
しかしながら、これらの対応策に関して、収益性の向上については、今後の経済

環境の変化による影響を受け計画どおりに推移しない可能性があります。また、財
務体質の改善については、取引金融機関との協議を継続していく必要があります。
以上により、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しており

ます。
なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業

の前提に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類には反映しておりません。
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数および連結子会社の名称

連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称
　株式会社トオハ、熱研工業株式会社、東洋緑化株式会社、上海東優刃物国
際貿易有限公司

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数および会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 １社
会社等の名称 東洋鋼業株式会社

（2）持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
東洋鋼業株式会社の決算日は連結決算日と異なりますが、当該会社の直近
の事業年度に係る計算書類を使用しております。

３．会計処理基準に関する事項
（1）資産の評価基準および評価方法
(イ)有価証券の評価基準および評価方法
　その他有価証券
時価のあるもの……連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております。）
時価のないもの……移動平均法による原価法

(ロ)たな卸資産の評価基準および評価方法
製品および仕掛品……主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
原材料及び貯蔵品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）
（2）固定資産の減価償却の方法
(イ)有形固定資産（リース資産を除く）……定率法

　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）に
ついては定額法を採用しております。
　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度
額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっておりま
す。

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く）……定額法
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。
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(ハ)リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。
　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

（3）引当金の計上基準
(イ)貸倒引当金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ)賞与引当金……従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基
づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

(ハ)役員退職慰労引当金……一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

(二)環境対策引当金……「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法」によって処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物
の処理に備えるため、その処理費用見積額を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(イ)重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準
一部の連結子会社において完成工事高の計上は、当連結会計年度末まで
の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基
準（工事の進捗率の見積は原価比例法）を、その他の工事については工事
完成基準を適用しております。

(ロ)消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(ハ)退職給付に係る会計処理の方法
　 ・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

　 ・数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の損益処理
方法
会計基準変更時差異（1,752百万円）については、15年による定額法に
より費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により損益処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から損益処理することとしております。

　 ・小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた
簡便法を適用しております。

（会計方針の変更）
　

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下
「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」とい
う。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及
び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金
資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識
会計基準変更時差異、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付
に係る負債に計上いたしました。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。
この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が679百万円計上さ
れております。また、その他の包括利益累計額が161百万円減少しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

（1）担保に供している資産および担保に係る債務
　 ① 担保に供している資産

建物及び構築物 645百万円
機械装置及び運搬具 401百万円
土 地 340百万円
　 計 1,387百万円

　 ② 担保に係る債務
短期借入金 10百万円
長期借入金（1年以内返済予定を含む） 2,666百万円
　 計 2,676百万円

（2）資産に係る減価償却累計額
有形固定資産の減価償却累計額 5,323百万円

（3）受取手形割引高 223百万円
（4）受取手形裏書譲渡高 31百万円

　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式に関する事項
（単位 株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 10,000,000 － － 10,000,000

２．自己株式に関する事項
（単位 株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 20,308 220 － 20,528

（注） 普通株式の自己株式数の増加220株は、単元未満株式の買取りによるも
のであります。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関

からの借入により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、販売管理規程に沿ってリスク
低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式につ
いては四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）でありま
す。資金調達にかかる流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
は、管理部が適時に資金繰計画を作成更新することにより、管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成26年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価お

よびこれらの差額については、次のとおりであります。
（単位 百万円）

連結貸借対照表
計上額(＊) 時価(＊) 差額

（1）現金及び預金 860 860 －
（2）受取手形及び売掛金 1,295 1,295 －
（3）投資有価証券

その他有価証券 199 199 －
（4）支払手形及び買掛金 （530） （530） －
（5）短期借入金 （293） （293） －
（6）長期借入金

（1年内返済予定を含む） （2,834） （2,834） △0

（7）リース債務
（1年内返済予定を含む） （32） （33） 1

（＊）負債に計上されているものについては、( )で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
（1） 現金及び預金、ならびに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。
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（3） 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4） 支払手形及び買掛金、ならびに(5)短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

（6） 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）、ならびに(7)リース債
務（１年内返済予定のリース債務を含む）
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入、またはリ

ース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって
おります。ただし、変動金利による長期借入金については、短期間で市場金
利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額203百万円）は、市場価格がなく、かつ
将来キャッシュ･フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極め
て困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めてお
りません。

（１株当たり情報に関する注記）

（1）１株当たり純資産額 56円58銭
（2）１株当たり当期純利益 20円39銭
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（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月26日

東 洋 刄 物 株 式 会 社
　取 締 役 会 御中

　 有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 加 藤 雅 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 池 伸 城 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東洋刄物株式会社の平成25年４月１日か
ら平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、東洋刄物株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項
　連結注記表の継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度に
おいて営業損失及び経常損失を計上し、当連結会計年度においても、受注高は計画を達成したもの
の、業績としては前連結会計年度の受注低迷、収益性の低い製品売上高の売上構成比率に占める割
合の上昇及び製造工程における歩留まりの低下等を受け、営業損失及び経常損失を計上している。
また、取引金融機関からの借入金の返済条件の変更を受け、約定どおり返済しているものの、手元
資金残高に比して借入金残高の水準が高いため、今後、現在の約定どおりの返済に支障を来すおそ
れがある。以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現
時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及
び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連結計算書類は継続企
業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映されてい
ない。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第137期事業年度の取締役の職
務の執行に関して審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下の
とおり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等に従い、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、
取締役、管理部門等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取
締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定
款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び管理
部門等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　 平成26年５月28日

東洋刃物株式会社 監査役会
常勤監査役 金 野 進 勉 ㊞
監 査 役 鎌 田 宏 ㊞
監 査 役 大 髙 成 ㊞

（注）監査役鎌田宏及び監査役大髙成は、「会社法」第２条第16号及び第335条第３項に定める社
外監査役であります。
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貸 借 対 照 表（平成26年３月31日現在）
（単位 百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産 2,676 流 動 負 債 3,391
現 金 及 び 預 金 539 支 払 手 形 247
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権

194
62 買 掛 金 240

売 掛 金 990 短 期 借 入 金 287
製 品 170 １年内返済長期借入金 2,455
仕 掛 品 314 リ ー ス 債 務 15
原材料及び貯蔵品 392 未 払 金 0
前 払 費 用 14 未 払 費 用 79
そ の 他 7 未 払 法 人 税 等 14
貸 倒 引 当 金 △8 前 受 金 12

固 定 資 産 1,842 預 り 金 5
有 形 固 定 資 産 1,439 従 業 員 預 り 金 3
建 物 628 設備関係支払手形 1
構 築 物 14 そ の 他 28
機 械 及 び 装 置 400 固 定 負 債 849
車 両 運 搬 具 0 長 期 借 入 金 320
工具器具及び備品 13 リ ー ス 債 務 11
土 地 356 繰 延 税 金 負 債 24
リ ー ス 資 産 25 退職給付引当金 471
無 形 固 定 資 産 6 環境対策引当金 21
ソ フ ト ウ ェ ア 0 負 債 合 計 4,240
電 話 加 入 権 5
投資その他の資産 396 （純資産の部）
投 資 有 価 証 券 237 株 主 資 本 220
関 係 会 社 株 式 98 資 本 金 500
出 資 金 1 資 本 剰 余 金 194
関係会社出資金 21 資 本 準 備 金 194
従業員長期貸付金 5 利 益 剰 余 金 △470
破産更生債権等 28 利 益 準 備 金 85
長 期 前 払 費 用 0 その他利益剰余金 △556
そ の 他 31 繰越利益剰余金 △556
貸 倒 引 当 金 △28 自 己 株 式 △3

評価・換算差額等 58
その他有価証券評価差額金 58
純 資 産 合 計 278

資 産 合 計 4,518 負債及び純資産合計 4,518
（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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損 益 計 算 書（平成
平成

25
26
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位 百万円）
科 目 金 額

売 上 高 4,140
売 上 原 価 3,439
売 上 総 利 益 700
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 815
営 業 損 失 115
営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 26
固 定 資 産 賃 貸 収 入 8
為 替 差 益 7
そ の 他 23 66
営 業 外 費 用
支 払 利 息 82
そ の 他 21 104
経 常 損 失 152
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 185
投 資 有 価 証 券 売 却 益 174 360
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 16
災 害 助 成 金 返 還 額 4 20
税 引 前 当 期 純 利 益 187
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 8 8
当 期 純 利 益 179
（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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株主資本等変動計算書（平成
平成

25
26
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位 百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計

平成25年4月1日残高 500 194 194

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 ー

自己株式の取得 ー
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) ー

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 ー ー ー

平成26年3月31日残高 500 194 194

（単位 百万円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

平成25年4月1日残高 85 △735 △650 △3 40

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 179 179 179

自己株式の取得 ー △0 △0
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) ー ー

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 ー 179 179 △0 179

平成26年3月31日残高 85 △556 △470 △3 220
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（単位 百万円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成25年4月1日残高 49 49 89

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 ー 179

自己株式の取得 ー △0
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 9 9 9

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 9 9 188

平成26年3月31日残高 58 58 278

(注) 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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個別注記表

（継続企業の前提に関する注記）

当社は、前事業年度において営業損失および経常損失を計上し、当事業年度にお
いても、受注高は計画を達成したものの、業績としては前事業年度の受注低迷、収
益性の低い製品売上高の売上構成比率に占める割合の上昇および製造工程における
歩留まりの低下等を受け、営業損失および経常損失を計上しております。また、取
引金融機関からの借入金の返済条件の変更を受け、約定どおり返済しているものの、
手元資金残高に比して借入金残高の水準が高いため、今後、現在の約定どおりの返
済に支障を来すおそれがあります。
以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しております。
当社は、当該状況を解消するために平成23年12月に策定した再生計画書に基づ

き、業務改善活動を進めており、引き続き以下の諸施策の実現に向けて取り組んで
おります。
１．収益性の向上
①高精度精密製品等高付加価値製品の売上拡大に注力し、売上総利益率の向上を図
っております。
②原材料費、外注費をはじめとする製造原価の削減を行い、低利益率製品の見直し
を図っております。
③給与体系の見直しならびに事業規模に応じた人員体制の見直し等を通じ固定費の
削減を図っております。
２.財務体質の改善
①平成26年７月以降の借入金返済条件の見直しについて取引金融機関と協議を行っ
ております。
②自己資本の充実ならびに運転資金の確保を目的として、平成25年７月３日に投資
有価証券を売却しております。また、有利子負債の圧縮ならびに自己資本の充実を
目的として、平成25年８月29日に多賀城事業所の不動産の一部を譲渡しておりま
す。
しかしながら、これらの対応策に関して、収益性の向上については、今後の経済

環境の変化による影響を受け計画どおりに推移しない可能性があります。また、財
務体質の改善については、取引金融機関との協議を継続していく必要があります。
以上により、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しており

ます。
なお、計算書類は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前

提に関する重要な不確実性の影響を計算書類には反映しておりません。
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準および評価方法
（1）有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 …… 移動平均法による原価法
　その他有価証券
時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
おります。）
時価のないもの……移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準および評価方法
製品および仕掛品……先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）
原材料及び貯蔵品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）…… 定率法

　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）に
ついては定額法を採用しております。
　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限
度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっており
ます。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）…… 定額法
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

（3）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。
　なお、リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外の
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。
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（2）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務およ
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属さ
せる方法については、期間定額基準によっております。
会計基準変更時差異（1,726百万円）については、15年による按分額を費
用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から損益処理しております。
過去勤務費用は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業
年度から損益処理することとしております。

（3）環境対策引当金
「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に
よって処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、
その処理費用見積額を計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基
準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら
の会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）

（1）関係会社に対する短期金銭債権 59百万円
（2）関係会社に対する短期金銭債務 43百万円
（3）有形固定資産の減価償却累計額 4,672百万円
（4）担保に供している資産および担保に係る債務
　 ① 担保に供している資産
　 建物 625百万円
　 構築物 14百万円
　 機械及び装置 400百万円
　 車両運搬具 0百万円
　 土 地 279百万円
　 計 1,321百万円
　 ② 担保に係る債務
　 短期借入金 10百万円
　 １年内返済長期借入金 2,415百万円
　 長期借入金 240百万円
　 計 2,665百万円
（5）受取手形割引高 223百万円
（6）受取手形裏書譲渡高 31百万円
（7）保証債務

次の子会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
　 熱研工業株式会社 36百万円

（損益計算書に関する注記）

（1）関係会社に対する売上高 160百万円
（2）関係会社からの仕入高 437百万円
（3）関係会社との営業取引以外の取引高 1百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類および株式数
　 普通株式 20,528株
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（税効果会計に関する注記）

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産（流動）
　 たな卸資産評価損 30百万円
　 その他 4百万円
　 小計 34百万円
　 評価性引当額 △34百万円
　 合計 －

　 繰延税金資産（固定）
　 税務上の繰越欠損金 491百万円
　 退職給付引当金 165百万円
　 投資有価証券評価損 29百万円
　 減損損失 29百万円
　 貸倒引当金 10百万円
　 その他 8百万円
　 小計 734百万円
　 評価性引当額 △734百万円
　 合計 －

　 繰延税金負債（固定）
　 その他有価証券評価差額金 △24百万円
　 繰延税金負債（固定）純額 △24百万円
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外のファイナンス・
リース取引
　 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

機械
及び装置
（百万円）

合計
（百万円）

取得価額
相当額 123 123
減価償却
累計額
相当額

103 103

期末残高
相当額 20 20

　 ② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 16百万円
１年超 6百万円
合 計 23百万円

　 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 18百万円
減価償却費相当額 15百万円
支払利息相当額 1百万円

　 ④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　 ⑤ 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各
事業年度への配分方法については、利息法によっております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

役 員
（単位 百万円）

属 性 氏 名 議決権等の
所有(被所有)割合

関 連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員 鎌田宏 （被 所 有）
直接 4.95％

㈱七十七銀行
は資金借入先

資金の借入 ー

短期借入金 130
1年内返済
長期借入金 904

長期借入金 90
借入による
利息の支払 29 前払費用 2

手形の割引 294 ー ー

（注）1. 鎌田宏氏は、株式会社七十七銀行の代表取締役会長であります。
　 2. 記載金額の取引金額および期末残高には消費税等が含まれておりません。
　 3. 各取引は会社の代表者として行った取引であり、一般的な取引条件によっ

ております。
　 4. 短期借入金残高のうち10百万円と、１年内返済長期借入金残高904百万

円および長期借入金残高90百万円に対し、建物、構築物、機械及び装置、
車両運搬具および土地の合計で1,321百万円の担保を提供しております。

（１株当たり情報に関する注記）

（1）１株当たり純資産額 27円89銭
（2）１株当たり当期純利益 17円97銭
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（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月26日

東 洋 刄 物 株 式 会 社
　取 締 役 会 御中

　 有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 加 藤 雅 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 池 伸 城 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東洋刄物株式会社の平成25年４月
１日から平成26年３月31日までの第137期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

― 39 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月23日 17時18分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.40 20131220_01）



強調事項
　個別注記表の継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前事業年度におい
て営業損失及び経常損失を計上し、当事業年度においても、受注高は計画を達成したものの、業績
としては前事業年度の受注低迷、収益性の低い製品売上高の売上構成比率に占める割合の上昇及び
製造工程における歩留まりの低下等を受け、営業損失及び経常損失を計上している。また、取引金
融機関からの借入金の返済条件の変更を受け、約定どおり返済しているものの、手元資金残高に比
して借入金残高の水準が高いため、今後、現在の約定どおりの返済に支障を来すおそれがある。以
上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確
実性が認められる理由については当該注記に記載されている。計算書類及びその附属明細書は継続
企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は計算書類及びその附属明細
書に反映されていない。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　議 案　監査役１名選任の件
監査役大髙成氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役１名の選
任をお願いするものであります。
なお、木田恭弘氏は大髙成氏の補欠として選任されることになりますので、その

　任期は当社定款の定めにより、退任された監査役の任期の満了すべき時までとなり、
　平成28年６月開催予定の定時株主総会終結の時までとなります。
また、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。
　氏 名

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する当社

生年月日 の株式の数
昭和41年 ４月 株式会社常陽銀行入行

－株

平成13年 ６月 同行常務取締役（ほくとう

　木
き だ
田　恭

や す ひ ろ
弘

　 事業部長）
平成15年 ６月 常陽コンピューターサービ

　昭和17年10月25日生 　 ス株式会社代表取締役社長
平成17年 ６月 株式会社常陽リース代表取
　 締役社長
平成19年 ６月 同社相談役

　(注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 ２．木田恭弘氏は社外監査役候補者であります。
　 ３．社外監査役候補者の選任理由および独立性について
　 （１）木田恭弘氏を社外監査役候補者とした理由は、主に金融面における
　 豊富な専門知識と実務経験を有していることから、当社の社外監査役
　 に適任であり、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行いただけ
　 るものと判断したためであります。
　 （２）木田恭弘氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭そ
　 の他の財産を受ける予定はなく、また、過去２年間に受けていたこと
　 もありません。
　 （３）木田恭弘氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者の配
　 偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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北三番丁

北二番丁

北一番丁

定禅寺通

広瀬通

青葉通

至東京

至盛岡

東
北
本
線
・
新
幹
線

仙
台
駅

パレス
宮城野

勾
当
台
通
り

上
杉
山
通
り

文

県庁 県警
本部市役所

山形
48号線

45号線

NHK

株主総会会場ご案内略図

会 場 宮城県仙台市青葉区上杉三丁目３番１号
パレス宮城野２階 はぎの間
電 話（022）２６５―２２２３㈹
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